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情報化週間について

経済社会の発展にともない,企 業経営をは じめ と し

て,社 会の多くの分野で情報化が急速に進展し,一 般の

方々が情報化の影響を受ける機会はますます多くなって

お ります。

こうした情勢にかんがみ,通 商産業省では,広 く一般

の方々が情報化についての関心 と正しい理解を深めてい

ただくため,昭 和47年 度から毎年10月 舘1週 を情報化週

間として,記 念行事を実施することを定めました。

第1回 の情報化週間は来る10月1日(日)か ら7日(土)

まで,'生 活 と情報化、をテーマとして,政 府行事,民

間行事がおこなわれ,ま た情報関係諸機関の施設 も公開

されます。

(財)日 本情報処理開発センターは民間行事の一環と

して,東 京における'生 活 と情報化展、札幌,広 島,福

岡における講演 と映画の会を実施,協 力することにな り

ました。

各行事の内容は次のとお りです。

政府行事

情報化週間記念式典

期 日 昭和47年10月4日(水)

午前10時～12時

会 場 東京 ・経団連会館

次第予定

1

9
一

3

4

5

6

週間開催のあいさつ 通商産業大臣

来賓 祝辞 ・

情報化促進貢献企業 ・個人の表彰

優秀情報処理システムの表彰
ト

「生活と情報化」懸賞論文の表彰

情報化宣言
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民 間 行 事

1

.

地区 行 事 名 実施内容 またはプ ログ ラム 実 施 主 体 開催期日 会 場

生活と情報化展
次 の5つ の コ ー ナ ーに お け るパ ネル に よ る

(財)日 本情報処理開 10月1日(日) 霞 ケ関 ピル ・プ ラ

解説 とコ ンピュータの実演 発 セ ンター ～7日(土) ザホール(東 京 都

1.あ な た と情 報 化 コ ー ナー 10時 ～17時 千代田区霞ケ関3
2.レ ジ ャー と情 報 化 コ ー ナ ー の2の5)

3.保 健 医 療 と情 報 化 コ ー ナ ー

4.教 育 と情 報 化 コ ー ナ ー

東 5.こ れ か らの暮 し と情 報化 コ ー ナ ー

実 演 コ ン ピ ュー タ

・旅 行案 内 シス テ ム … …OKITAC-4300

・座 席 予 約 シス テ ム… …TOSBAC-10E

・ゴ ル フ 診 断 … …MELCOM-83

・教 育 シス テ ム… …FACOM-mate
一7'

戊JC ・誕 生 日の 計 算 … …NEAC-1240

情 報国際シンポジウ
第1日 目 (財)日本経営情報開 10月2日(月) ホ テル パ シ フ ィッ

ム 「人 間 と情報化」
・セ ッ シ ョン1… … 「人 間 と情 報 化 」

発協会 14時 ～18時 ク(東 京都港区高

参加料 有料
人 間 と情 報 社 会

ジ ョン ・マ ック ヘ ー ル 氏(ニ ュー
輪3)

一 般20
,000円 ヨーク大学)

会員18,000円 情報技術と人間

J・ プ レ ス パ ー ・エ ッ カ ー ト氏

(ユ ニ パ ッ ク社)

地球時代における情報の役割

ア ウ レ リオ ・ペ ッチエ イ氏

(ロ ー マ ク ラブ)

第2日 目 10月3日(火)

・セ ッシ ョン2… … 「社 会 と情 報 化 」 9時30分 ～18

パ ネル デ ィス カ ッシ ョ ン 時30分

わが国の情報化は世界的視野からいかに

あ るべ きか

パ ネラー 原 田常雄氏(東 京 芝 浦 電気)

ア ウ レ リオ ・ペ ッチ エ イ 氏

ジ ョン ・マ ッ クヘ ー ル 氏

向坊 隆氏(東 京 大 学)
コー デ ィネー タ 北川 一栄 氏(住 友 電工)

'

・セ ッシ ョン3… … 「産 業 と情 報 化 」

パ ネル デ ィス カ ッシ ョン

日本人は情報化時代にどう適応すべきか
パ ネラー 藤井丙午氏(新 日 本 製 鉄)

牧野 昇氏(三 菱総合研究所)

吉田光邦氏(京 都 大 学)
コーデ ィネー タ 唐津 一 氏(松 下通信)

福祉社会における情報産業

小林宏治氏(日 本 電 気)
パ ネル デ ィス カ ッシ ョン

情 報化社会 におけるコンピュータの役割

パ ネラー 安藤 馨氏(富 士 通)

J・ プ レス パー ・エ ッ カー ト氏

久保俊彦氏(日 立 製 作 所)
ハ イ ンツ ・ニ クス ドル フ氏

(ニクス ドル フ社)

コーデ ィネータ 岸 田純之助氏(朝 日新聞)
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地区1行 嘉 名 内 容 実 施 主 体 巨 日 会 場

東

レデ ィス コ ン ピ ュ

ー タ サ ロ ン
婦 人 を 対 象 と した,生 活 とコ ン ピ ュー タ の

結 び つ きに つ い て の セ ミナ ー と自 由討 論 会

・コ ン ピ ュー タ とは

・く ら し と コ ン ピ ュー タ

・情 報 化 社 会へ の招 待

・自 由討 論 ・

2ク ラス(各30名)受 講 者 … …一 般 募 集

(財)情 報処 理 研 修 セ ク ラス1

ンタ ー10月2日,

日

ク ラス 皿t

l10月4日,

i・

.I

t

(財)情 報処理 研修

3セ ンター研 修室

(東京都港区浜松

町2の4の1世

5界 貿易セ ンター ビ
ル7階)

京

チル ドレン ズ コ ン 中学生 を対象 としたコ ンビ一夕入門 コー ス (財)情報処理研修セ ク ラス1 (財)情報処理研修
ピ ュ一 夕サ ー クル

の 実 習 セ ミナ ー とコ ン ピ ュー タ利 用 の 自 由
ンタ ー 10月1日 ～3 セ ンター研 修室

研究
日 (東京都港区浜松

・コ ン ピ ュー タ入 門

・プ ログ ラ ミン グの 初 歩

・わ た し た ちの 未 来

ク ラス 皿

10月4日 ～6

日

町2の4の1世

界貿易セ ンター ビ

ル7階)
・自由研究

2ク ラス(各30名)受 講者…都内中学校 よ

りの推薦

情報処理施設の見学 週間中,情 報処理施設 を一般の見学に供す
(財)日 本情報処理開 10月2日(月)

一

(財)日 本情 報処理

開放
る とと もに,施 設の概要説明 を行な う。

鰍 セ ン タ ー ～6日(金) 開発 セ ン タ ー
1.(財)日 本情報処理開発 センター 電子

10時 ～16時 電子計算機室
計算機室

(港 区 芝 公 園3-5-8

機械振興会館)

コンピュータ体力 診 一般勤労者 を対象 とした運動 テス トの実施
日本青年協議会 10月2日(月) オ リピック記念青

断モデルによ るデモ と結 果の コンピュー タ処 理に よる体 力,健 ～6日(金)
少年総 合センター

ン ス ト レ ー シ ョ ン 康の診断 9時 ～17時 体育館

1(渋 谷区代 ・木)

海外研修生向け電子 現在発展途上国(地域)から来日中の研修生 海外技術者研修協会
10月2日(月)

日本電気㈱

計算機研修 セ ミナー
を対象とした電子計算機に関する基礎知識 ～7日(土)

(港 区 芝5-7-15)
の実践的研修 セ ミナー 9時 ～17時

募集人員:20名(使 用言語:英 語) なお第2回'

ωEDPS概 説
12月4日 ～

9日 第3回

②COBOL概 説 1月29日 ～

{3}シ ス テ ム設 計
2月3臼 に

実 施 、

中央省庁における電 政府機関における電子計算機利用の実態に 工業技術院 10月5日(木) 世界貿易セ ンター

子計算機利用技術研 関する発表会 電子計算機利用に関 6日(金) ビル別館2階 ホー

究会発表会 〔1)利 用技術研究会 「電子計算機利用に する技術研究会 ル

関する技術研究」の成果 ●

(港区浜松町2の
② 中央省庁における電子計算機利用に

4の1)
関する研究成果

デ ー タ ・プ ロ セシ ン 主 題 これ か らの コ ン ピ ュ ー タ
日本 デ ー タ プ ロ セ シ

、
10月6,日(金) 発明会館

グ特別集会 1.こ れ か らの 中 小 企 業 の コ ン ピ ュ ー タ ング協会 10時～17時 (港区芝西久保明
化における問題点 . 舟町17)

2.こ れか らの情 報処 理技術 者認定試験

3.こ れか らの情 報化社会へ のアプ ロー

チ 北川一栄氏(住友 電気工業)

4激 動する国険情勢と日本

武山泰雄氏(日本経済新聞社)

5EDP化 に対す る行政指導

清正 清氏(行 政 管 理 庁)
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.⇒ 行 事 名[内 容1実 施 主 体 巨 ∋ 会 場
1 6.パ ネル デ ィス カ ッシ ョン

東 これ か らの デ ー タ ・プ ロ セ ッシ ン グ

に対処 す る

司 会 土岐秀雄氏(旦↑ピ ㌶ う

パ ネラー 向尾 四良氏(日 東 電 気 工業)

－L 八木敏夫氏(日 商 岩 井)
尿 鵜沢昌和氏(青 山学院大学)

南沢宣郎氏(小 野 田セメン ト)

生活と情報化展 次の コーナにおけ るパ ネルに よる解説 とコ (財)関 西情報 センタ
10月2日(月) 大阪国際貿易セ ン

ン ピ ュ一 夕 の 実演

1.タ あ ね た と情 報 化 コー ナ ー

2.キ ャ ッシ ュ レス時 代

3.教 育 と情 報 化 コー ナ ー

4.施 行 と情 報 化 コー ナ ー

一

(財)情報処理研修セ

ンター

大阪商工会議所

(社)関西経済連合会

～

10月11日(土)

10時 ～17時

ター ビル5階

催物場

(大阪市 北区玉江

町2の2)

5.電 力,ガ スにおけ る情 報化 関西経営者協会

(社)関西経済同友会

(社)大阪工業会

大 関西生産性本部

(財)大阪科学技術セ

ン 歩 一

情報化国際特別講演

会

テ ー マ:情 報 技術 と人 間

講 師:J・ プ レス パ ー ・エ ッ カ ー ト氏(ユ
同 上 10月4日(水)

13時 ～17時

(財)大 阪科学技術

センターポール

阪

ニパ ッ ク社)

テ ー マ:地 球 時 代 に お け る情 報 の 役 割

講 師:ア ウ レ リオ ・ペ ッ チエ イ氏(ロ ー

(大阪市西区 うつ

ぼ町)

マ ク ラブ)

「経営に おける情報

化」

講演 と映画の会

講演

テーマ:コ ンピュータ リゼ ーションに直面

す る企業経営の あ り方

講師:伊 藤淳己氏(大 阪市立大学)

同 上 10月3日(火)

13時30分 ～16

時30分

大商 ビル401号 室

(大阪市東 区内本

町橋詰町58-7)

映画:「 私達 の情報戦略」 ほか

講演

テー マ:経 営 目標 と計画 の実現 化

講師:松 野繁雄氏(立 石電機)

同 上 10月5日(木)

13時 ～17時

(財)大 阪科学技術

センターポール

(大阪市西 区 うつ

ほ町)

コ ン ピ ュー タ

デ モ ンス トレ ー シ

ョン

TOSBAC5400-20}こ よ る

「ボ ー リン グ ・ゲ ー ム」 他
(財)関 西情報 センタ

ー

10月2日(月)

～

10月7日(土)

10時 ～17時

(財)関 西情報 セン

ターコンピュータ

室

NEAC2200-50「 経営計画診断」
(財)大 阪科学 技術セ

ンター

10月5日

13時 ～17時

(財)大 阪科学技術

センター展示室

FACOM230-45～25に よ る ビ ジ ネス ・ゲ

ー ム他

大阪商工会議所 10月4日 ～6日

7時30分 ～16

時30分

大阪商工会議所

経営情報センター

名 竺 情報シンポジウ

古

屋

テーマ 「地域情報 の必要性 と役割」

パ ネラー:福 士昌寿 氏(経 経企画庁)

柳井朗人氏(電 通)

神谷満 男氏(東 海銀行)

コー デ ィネー タ:小 川英次氏(名 古屋大学)

(財)日 本情報処理開

発 センター

10月6日(金)名 古屋商工会議 所

13時30分 ～ 会議室

(名 古屋区栄2の

10の19)
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地区 「 行 事 名 内 容 実 施 主 体 「月 日 会 場

札

幌

北海道にお ける生産

と情 報化 を考え るつ

どい

第1日 目

映画:「 私達の情 報戦略」

「コンビ。ユ一夕とソフ トウェア」

講 演:未 来都市づ くりとわれ われ の生活

講師:小 松 崎清介氏電気通信総 合研究所

第2日 目

映画:「 情 報化社会 と人 間」

「生態 と大気 汚染」

講演:公 害 防止 と情 報 ネッ トワー ク

講師:菱 田一雄 氏(東 京都公害局)

中小企業経営者向 け

コンピュータ実習講

長 座

札幌通商産業省

(財)日本情報処理開

発センター

北海道情報科学調査

研究会

10月4日(金)

13時20分 ～

10月7日(土)

13時30分 ～

北海道経済 センタ

ー-8waホ ール

(札幌市北 ノ条西

2丁 目)

野

中小企業 の経営者,管 理者 を対象 とした

「2日 間 でわか るコン ピュータ」特別 セ ミ

ナー

第1日

・企業 をと りま く環境の変化

・情報 と企業経営

・情報 の処理

第2日

・経営の シス テム

・プ ログ ラ ミンゲ を演習

・コンピュー タ実習

日本商工会議所

長野商工会議所

長野市

10月5日(木)(株)電 算

6日(金)(長 野市県町451)

「生活 と情報 化」講 映画:「 私 達の情 報戦 略」 (財)日本情報処理開
10月4日(水) 広島商工会議所会

広 演 と映画の会 「コ ン ピ ュー タ とソ フ トウ ェア」 発 セ ンタ ー
13時30分 ～ 議室

講演:20年 後 の情報 化都市 広島商工会議所
(広島市i塗町5の44)

講師:林 二郎氏(未 来工学研究所) 広島経済同友会

中国地方生産性本部
島 広島発学協同懇談会

MIS研 究会

「生活と情報化」講 映画:「 私達の情報戦略」
(財)日本情報処理開 10月4日(水) 福岡商工会議所ピ

福 演と映画の会 「コ ン ピ ュ ー タ と ソ フ トウ ェア 」
発 セ ン タ ー 10時 ～ ル1階 ホ ール

講演: 福岡商工会議所 (福岡市博多区博
テ ーマ:日 常生活 と情 報サ ービス

九州産業技術連盟 多余前2-9)
講 師:片 方善 治氏(シ ステム研 究 セン

タ ー)

岡 テ ー マ:コ ン ピ ュー タ の現 状 の将 来

講 師:朴 木 実氏(日本電信電話公社)

京 女性のための情報化 映 画:「 私達の情報戦略」
(社)シ ス テム科学研 10月4日(水) 住友生命ピル9階

講座
コンピュータ室公開

講 演
究所 13時30分 ～ 講堂

(京都市四条烏丸

都
テーマ:情 報化社会 と生活

西入)
講 師=会 田雄次氏(京 都大学)

仙台 ジ ュ ニ ア ・ コ ン ピ ュ 各地区の教育 センターで高校生 を対象 とし
(財)情報処理研修セ

、

10月2日(月) 宮城県教育 センター

前橋

滋賀

大阪

一 夕 セ ミ ナ ー た講演 と映画の会 を開催す る

「コンピュータとソフ トウェア」映 画:

「私達の情 報戦略」

講 師:清 水留三郎(東 京大学)

ンター

宮城 県教育 センター

群馬県教育 センター

滋賀県教育 センター

大阪府教育セ ンター

～

10月7日(土)
群馬県教育 センター

滋賀県教育 センター

大阪府 教育セ ンター

'徳島
(予定)土 井範久氏(慶 応義塾大学)

徳島県 教育セ ンター
徳島県教育 センター

'
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わが 国 にお け るデー タ通信 の現状

●

荒 野 竜 一*
づ

1.は じめ に

世界最初に開発 ・実用化されたデータ通信 シ ス テ ム

は,昭 和33年 アメリカで完成した防空用のSAGEシ ス

テムといわれている。わが国においても昭和39年 に国鉄

の 、みどりの窓口もや日本航空の座席予約 システム等が

先頭を切 って稼働して以来,そ の歴史はわずか10年 に も

満たないにもかがわ らず,昭 和46年 度末現在で約330シ

ステムを数えるに至 った。

データ通信システムは,多 くの場合大型で信頼性の高
ト

いコンピュータ ・システムを必要 とするばか りでな く,

ソフ トウェアが高度 ・複雑で,そ の開発と実用化にはば

く大な経費や大量のソフ ト要員が必要になるなど,シ ス

テムの導入上バッチ処理 とは比較にな らないほどの技術

的 ・経済的な困難性が伴 うものである。それに もかかわ

らず今日までデータ:通信が着実な発展をとげ て きた の

は,最 近におけるコンピュータのハー ド,ソ フ ト両面に

わたる技術の目ざましい進歩 と,情 報に対する需要の飛

躍的増大 とに支え られたために他ならない。 さらに,昨

年5月 の公衆電気通信法改正で通信回線の多彩な利用が

法制的に保障されるに至 ったことから,デ ータ通信シス

テムばその適用範囲を拡げなが ら今後一層の進展を示し

ていぐもの と考え られる。
'本稿はわが国におけるデータ通信システムの現状のあ

らま し を と りま とめ た もの で,読 者 の 参考 に な れ ば幸 い

で あ る。

2.概 要

わが国における汎用コンピュータの稼働台数は日本電

子計算機株式会社(JECC)の 調査によるとここ数年

年間約40%の 増加を示し,昭 和46年9月 末には11,237

台,設 置金額にして1兆245億 円の規模を示している。

このようなコンピュ一夕リゼーシ 。ンの浸透を背景に

データ通信システムも着実な伸びをみせてお り,そ の成

長率はコンピュータ台数のそれを上廻 る年平均50～60%

台を維持し前述のとおり昭和47年3月 末で約330シ ステ

ムに達している。データ通信システムの普及度を示す一

つの尺度 として,全 コンピュータの うちデータ通信シス

テムのために使用されるコンピュータの比率いわゆるオ

ンライン化率を考えf場 合,台 数ベースでは表1に 示す

とお り約4%弱 にすぎないが,こ れを設置金額ベースで

*日 本電信電話公社 データ通信本部 総括部調査役

表1オ ンライン化率 の推移

年度末

項 目
43 84 45 46.9.1

総 コ ンピ ュー タ

台数(A)
4,870 6,718 9,482

10;945

(推 定)

オンラインコンピ

ュー タ台数(B)
約

、140
約210 約320

'

約'400

オ ンライ ン化率

(%)(B)/(A)
2.8' 3.2 3.3 3.6

(注>46.9.1の 総 コ ン ピ ュー タ台 数 は46.9末 の11,237台 か ら推 定 した 。

一6一
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み る と,昭 和46年9月 にお け る デー タ通 信 シ ス テ ム の

総 設 置 額 が 約3,000億 円程度 と推 定 され るか ら,オ ン ラ

イ ン化 率 は 実 に30%程 度 とな り,見 方 に よ って は バ ッチ

処 理 シ ス テ ムに く らべ 巨 額 な投 資 を必 要 とす る に もか か

わ らず デー タ通 信 シ ス テ ムは意 外 に高 い普 及 を示 し てい

る と もい え よ う。

わ が 国 に お け るデ ー タ通 信 シス テ ムは,通 信 回線 とコ

ン ピュー タの所 有,運 営 主 体 に着 目す る と,便 宜 上 次 の

よ うな3つ の形 態 に分 類 す る こ とが で きる。

ア.ユ ーザ ーが 自 ら設 置 し た コ ン ピ ュー タ と電 電 公社

の通 信 回線 とを結 合 させ た シ ス テ ム(以 下 泊 営 シ

ス テ ム、 と呼 ぶ)

イ.ユ ー ザ ーが コ ン ピ ュー タ と通 信 回線 の い ず れ も自

ら設 置 し,こ れ らを結 合 させ た シ ス テ ム(以 下'私

340

320

300

280

260

240

220

2σO

l80
1

シ160

否,4。

姦 、2。

100

80

60

40

20

一 図1自 営 ・私 設 線 ・直 営
＼

システムの推 移一

一(凡 例)

一 昨 営

'診
自 営

一

一

ー

ー

一

一

一

一

_照 照

一

一 一

－z
、

羅

漢 41 42 43 44 45 46

自 営 20 35 75 122 188 295

私設線 2 5 7 13 17 20

直 営 一 一 2 4 9 15

合 計 22 40 84 139 214 330

(注)私 設線 システム数 は入手 し得 た資料に より判明 したもののみの

数である。

設線 シ ステ ム、 と呼 ぶ)

ウ.電 電 公 社 が コ ン ピ ュー タ と通 信 回線 を設 置 し,こ

れ らを 一 体 と した デ ー タ通 信 サ ー ビス とし てユ ー ザ

ー に提 供 す るシ ス テ ム(以 下"公 社 シ ス テ ム
、 と呼

ぶ)

わ が 国 に お け る支 配 的 な運 営 形 態 は アの 自営 シス テ ム

で,イ の私 設 線 シ ス テ ム や,ウ の 公 社 シス テ ムは あ わ せ

て全 体 の1割 程 度 を 占 め るに す ぎな い(図D。 以 下 自

営 シス テ ムを 中心 とし て その 現 状 を概 観 して み る。

3.自 営シ ステ ム

すでに述べたように,自 営システムはわが国のデータ

通信システムの約90%の シェアを占め,し かも最近にお

ける景気後退に さほどの影響 も受けず年間60%近 い増加

率で成長をつづけている。

(1)対 象業務

自営システムの利用状況を対象業務別にみると表2の

とお りで,製 造販売業等における事務管理のためのシス

テムが最 も多く全体の38%を 占めている。この種のシス

テムとしては,自 動車工業,薬 品,製 菓業等,多 種多様
シ

な部品もしくは製品繊 う企業が適正な在庫の綱 ・あ

るいは販売の効率化を図るために導入した販売在庫管理

システムが中心であり,内 容的には大量データの定型的

処理を狙い としたものといえる。 このほか石油精製 ・鉄

鋼業などにおける生産管理 ・工程制御システムも一部見

られるが,例 えば生産管理 と販売管理 とを結合させた総

合システムとか,関 連企業 とを結んだ横断的なシステム

とかの高度な利用は,ま だまだといった感が深い;

次いで多いのは錨 業に糊 る預金.為 替業撤 全体

の23%を 占めている。データ通信発展の契機 となっt金

融のシステム化は普通銀行ではほぼ出揃った感 じであ り

現在相互銀行,信 用金庫,信 用組合等で導入が積極的に

進められている段階である。さらに最近では預金業務,

為替業務,貸 付業務を含めた総合バンキング ・システム

へのレベルアップ,他 行との預金受払い相互乗入れのた

めのシステムの共同利用,信 用金庫等における導入コス

ー7一
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表2適 用業務別 システム分布 状況

区 分 対 象 業 務 公 社 シ ステ ム 自営 シ ス テム 私 設 線 シス テム 合 計

銀行,信 用 金庫等の預

金 ・為替 ・信託業務 を

対 象とす るもの。

預 金 3 29 32

為 替 3 19 22

預 金 ・ 為 替 1 18 19

信 託 2 2

小 計 7(46.7) 68(23.1) 75(22.7)

製造業者,商 事会社等

の生産 ・販売 ・在庫等

の事務管理 を対象 とす

るもの。

生 産 ・在庫 ・販 売 管理 3 100 103

予 約 7 3 10

経 営 管 理 5 5

そ の 他 1 1

小 計 3(20.0) 113(383) 3(15.0) 119(36.1)

官 公 庁 関 係

大 気 汚 染 観 測 15 3 18

科 学 技 術 計 算 7 7

交 通 制 御 17 17

そ の 他 1 11 1 13

小 計 1(6.6) 50(16.9) 4(20.0) 55(]6.7)

株 式 取 引
運 送 管 理
そ の 他

株 式 取 引 10 10

運 送 管 理 7 1 8

科 学 技 術 計 算 4 21 1 26

メ ッ セ ー ジ 通 信 6 1 7

受 託 計 算 5 5

保 険 6 6

そ の 他 9 10 19

小 計 4(26.7) 64(21.7) 13(65.0) 81(24.5)

合 計 15(100.0) 295(100.0) 20(100.0) 330(100.0)

(注)()内 は合計に対する構成比(%)を 示す。

表3国 産機 ・外国機別デー タ通信 システム数の推移

乞 ス7"ム

棟 別

国産 ・外

国の別
41末 42末 43末 44末 45末 46末

公
社

シ

ス

テ
ム

国産機
一

一 (100.0)
2

(100.0)
4

(100.0)
9
(100.0)

15

外国機 一 一 一 一 一 一

小 計 一 一 (100.0)
2
(100.0)

4
(100.0)

9
(100.0)

15

自

営

シ

ス

テ

ム

国産機
(40.0)

8
(48.6)

17
(45.3)

34
(38.5)

47
(36.2)

68
(41.0)

121

外国機
(55.0)

11
(48.6)

17
(53.3)

40
(60,7)

74
(63.3)

119
(58.6)

173

共 用 (5.0)
1
(2.8)

1
(1.4)

1
(0.8)

1
(0.5)

1
(0.4)

1

小 計 (100.0)
20

(100.0)
35

(100.⑤)

75

(100.0)
122

(100.0
188

(100.0)
295

私

設

線
シ
ス

テ
ム

国産機
(100.0)

2
(60.0)

3
(57.1)

4
(76.9

10
(81.3)

13
(80.0)

16

外国機 一 (20.0)
1
(28.6)

2
(15、4

2

(12.5
2

(15.0
3

共 用 一 (20.0)
1
(14.3)

1
(7.7

1

`(6
.2

1
(5.O

l

小 計 (100.0
2
(100.0)

5
(100.0)

7
(100.0

13

.

(100.0
1

(100.0
2

合

計

国産機 (45。5

10

(50.0)
20

(47、6)
・40

(43.9
6

(42.3)
90

(46.1)
152

外国機
(50.0

11
(45.0)

18
(50.0)

42
(54.7

76

■

(56、8)

121

(53.3)
176

共 用
(4,5 (5.0)

2
(2.4)

2
(L4

2

'(0
.9)

2
(0.6)

2

合 計 (100.0
22

(100.0)
40

(100.0)
84

(100.0
139

.

(100.0)
213

(100.0)
330

(注)()内 は各 システム種別内での構成比(%)を 示す。

ト低減のためのコンピュータ共同利用等の傾向が目立っ

てきている。

このほか対象業務の面で特筆すべ き動 きとしては,地

方公共団体における社会開発システムの普及 と民間ベー

スによるデータ通信サービス業の出現 とがあげられる。

まず,最 初の点は,近 年における住民福祉優先の政策

への移行傾向を反映して,地 方公共団体運営による大気

汚染観測システムと交通制御システムとが著増 している

ことであ り,現 在はまだ内容的に も簡単で小規模のもの

がほとんどであるが今後における質量両面における一層

の拡大が期待されている。

第2の 点は昨年の公衆電気通信法の改正によって民間

企業が業としてデータ通信サービスを提供することが一

般に可能とな り,す でに電通や日本IBMが 本格的な営

業を開始している。今年秋以降公衆通信回線の利用が始

まると,い よいよ,こ のような動 きは活発化しよう。

{2)使 用コンピュータ

使用コンピュータを国産機 ・外国機別にみると,表3

一8-
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の とお り,国 産 機 を使 用 す る シ ス テ ムが41%に 対 し,外

国機 を使 用 す る ものが59%と 外 国機 が か な りの 優位 を し

め て お り,し か もそ の シ ェア は年 年 拡 大 しつ っ あ る。

(46年 度 に 国産 機 の 小規 模 シ ス テ ムが 増 加 し たた め,は

じめ て 若 干 もち直 しを見 せ た)こ れ は オ フ ラ イ ン ・シス

テ ム を含 め た 総 コ ン ピ ュー タ台 数 の うち 国産 機 が 約55%

と過 半 数 を 占め(46年9月 現 在JECC統 計),し か

も,年 々 シ ェ アの 拡大 が は か られ て い る の とは ま った く

正 反 対 の 傾 向 で あ り,デ ー タ通 信 の分 野 にお け る彼我 の

技 術 格 差 を裏 書 きす る もの と見 る こ とが で きる。 また,

メ ー カ ー別 に み る と,こ こで もIBMが 圧 到 的 に 強 く全

体 の38%を 占 め,国 産 機 全 数 と十分 匹敵 す る シ ス テ ム数

を保 有 し てい る。

(3}通 信 回線

自営 シ ス テ ムの ため に 提 供 され て い る特 定通 信 回線 の

数 は,昭 和47年3月 末 で13,500回 線 に の ぼ り,年 々 シ ス

テ ム数 の 増 加 に 合 わ せ40～qo%程 度 の増 加 を 示 し て い

る。 これ らの 通 信 回線 を 規格 別 に み る と表4の と お り

表4デ ータ通信 回線数(自 営 システムのみ)

規格 度 末 41 42 43 44 45 46

A-150B/S 1,268 1,980 3,718 4,367 5,053 4,494

B-1100B/S 126

C-2200B/S 173 364 834 1,689 2,563 3,623

D-1帯 域使用 1,894

D-51,200B/S 41 146 371 824 2,059 3,223

D-72,400B/S 33 112 172

合 計 1,482 2,490 4,923 6,913 9,787 13,512

システム数 22 40 84 139 213 330

1シ ステム当り回線数 67 62 59 50 46 41

で,高 速回線に対する需要の増大は著 しいものがある。

ま7高 速回線 ほど外国機への傾斜が顕著で,と くに2,400

ビット/秒 回線はその91%を 外国機のシステムが占めて

いるのが特徴的である。

1シ ステム当 りの単純平均回線数は約41回 線であ り

(表4),シ ステムの普及につれて,年 々減少してきて

いる。個々のシステム別にみると,バ ンキング ・システ

ムなど100回 線以上の大規模ネットワークを もつものが

第3図 オンライン用端末装置機種 別設置台数構成比

その他1

ディスプレイ端末(7%)

パ ッチ端 末(1396>

Gれ 通出機械工業会資料による

ある反面,約 半数は10回線以下のシステムで占め られて

いる現状で,著 しい規模の格差が存在している。

(4)端 末装置

データ通信システムの端末装置は,JECCの 統計に

よると46年9月 末で18,897台 が実働している。同調査に

よるとこの うち約65%が 国産機であり,ま た全体の約60

%が 金融機関に設置されている。機種別には,タ イプラ

イタ端末 と銀行用ウインドウマシンがそれぞれ全体の30

%弱 を占め,各 種予約用端末が これについでいるが(第

3図),CRTデ ィスプレイ,OCR端 末,各 種センサ

等の普及にみられるように将来における端末機器の多彩

化をうかがわせる動きが活発化しつつある。

㈲ システムの設置金額

自営システムの総設置金額は46年8月 末現在の推計に

よると約2,800億 円程度 と見込まれ,シ ステム当 り平均

の設置額は約11億 円となるが,1シ ステム150億 円とい

う巨大システムか ら,数 千万円というシステムまで極め

てバ ラツキが大 きい。 これを使用するコンピュータの国

産機 ・外国機別でみると,国 産機での平均約8億 円に対

し外国機は約13億 円とな り,と くに大型システムの分野

において外国機の利用が顕著になっている。

4.私 設線 システ ム

私設線 システムについては,そ の全貌が必ずしも明ら

かではないが,現 在判明している限 りでは,約20シ ステ

一9一
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ム程度が稼働していると想定 される。

データ通信システムの特性の一つに広域性があげ られ

るが,こ のナこめに必要な通信回線を自ら設置することは

実際上困難なため,シ ステムの主体 も限定 されてお り,

主なものとしては国鉄の 、みどりの窓口、および貨車の

連結 ・到着予約のための地域間急行システム,各 電力会

社の自動給電システム等がある。また最近における特殊

なものとして,私 設無線による地方公共団体の大気汚染

観測システムがあげられる。

5.公 社 シ ステ ム

電電公社のデータ通信サービスは,自 営システムの実

用化に遅れること4年 目の昭和43年,初 めて群馬銀行為

替通信システムを市場に送 り出して以来,公 共的な色彩

の強いシステム,全 国的規模のシステム,あ るいは情報

化社会のために開発先導的役割を果たすシステムを中心

に昭和47年7月 末現在で17シ ステムを稼働 させるに至 っ

ている(表5)。 これらのシステムを大別すると,電 話

計算サービス(DIALS),科 学技術計算サービス

表5公 社 システム一覧表

(47年7月 末)

区別 システ ム名 設置場所 対 象 業 務

特
定
利
用
者
を
対
象
と
し
た
サ
ー
ビ
ス

群 馬 銀 行 前 橋 為 替

全 国 地 方 銀 行 東 京 〃

運 輸 省 自 動 車 局 東 京 自動車登録 ・検査

静 岡 銀 行 清 水 為 替

北 海 道 銀 行 札 幌 預 金

近 畿 相 互 銀 行 大 阪 預 金 ・貸付

千 葉 銀 行 千 葉 預金 ・為替

東京都信用金庫協会 東 京 預 金

大阪府信用金庫協会 大 阪 〃

横 浜 銀 行 横 浜 "

不
特定

と

利 し
用た
者サ
を1
対 ビ象

ス

DRESS

東 京

販売在庫管理大 阪

名古屋

DEMOS
東 京

科学技術計算
大 阪

DIALS
東 京

電 話 計 算
大 阪

(DEMOS),販 売在庫管理サービス(DRESS)

のように,大 型コンピュータのもつ優れた性能を不特定

多数のユーザーが共同に使用できるようあらかじめ公社

が標準的なサービスの仕様を定め設計したシステムと,

特定利用者のためにその要求にあわせて設計したシステ

ムとの2種 類に分れる。以下簡単に各システムの概要を

述べてみることにする。

ω 電話計算サービス

端末機 としてプッシュホンを用い,簡 単な四則演算か

ら微積分等の高度な計算までやってのけるこのサービス

はいわば家庭の内にまでコンピュータの恩恵をもた らし

た,世 界でも例をみないユニークなサービスである。現

在東京および大阪の2シ ステムが稼働しているが実際の

利用面では東京で1日 平均5,000回,大 阪で3,000回 程度

と,当 初の予想よりもかな り伸び悩みを示している。通

常の電卓等では 不可能 といってもよい計算処理が約100

種類に及ぶライブラリを駆使することによって可能とな

るなど機能的に優れた ものを持 っているが,数 字以外の

入力がツータッチになることや出力に記録が残 らないこ

となどの不便 さ,多 彩な利用方法に対するニーズとPR

の不足などがネックとなっていると考えられ,今 後新た

な簡易型宅内装置の開発や使い易いライブラリの追加が

必要となっている。

② 科学技術計算サービス

データ通信システムにとって科学技術計算のための利

用分野は歴史的にも古 く,ア メリカにおけるTSSの 約

80%を 占めてお り,わ が国で もすでに見たように自営シ

ステムとして企業内で使用されている例も多い。大型コ

ンピュータの共同利用によるコス ト・パーフォマンスの

向上を狙いとし世界のTSSと 比較して機能的に も十分

比肩しうる公社のこのサービスは,昭 和47年7月 現在東

京 ・大阪の2シ ステムに187の 端末機(ユ ーザー数で166)

を接続 させてお り,需 要はかな り根強い。公社 としては

自主開発した超大型コンピュータのDIPS-ICを 利

用してシステムのレベル ・アップを図るなどして増大す

る需要に応えてい きたいと考えている。
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(3}販 売 ・書庫管理サービス

販売管理や在庫管理の面で各種伝票の作成,台 帳の更

新,管 理資料の作成などを迅速に処理するためのデータ

通信システムの導入は自営システムでもかな り活発であ

るが,1シ ステム10数億円といわれる巨額な投資やソフ

トウェア開発のための人的資源のネックの問題などから

その利用は一部の大企業層に限 られているのが現状であ

る。公社の販売在庫管理システムは,大 型コンピュータ

の共同利用を図ることによって,単 独でシステムを持ら

ことの難しい新しい需要層までその利用を拡げたもので

ある。47年7月 現在東京,大 阪,名 古屋の3シ ステムに

99社349端 末が加入しているが,利 用者のほとんどは卸

小売業,製 造業で占められ,そ の経営規模の平均は卸小

売業で資本金3,000万 円,従 業員数90人,製 造業でそれ

ぞれ8,000万 円,300人 といった中小企業が中心 とな って

いる。今後はさらにDIPSの 導入によるサービスのレ

ベル ・アップとコス ト・ダウンにより,需 要範囲を更に

拡大 していくことが望まれる。

④ 特定利用者のためのサー ビス

特定利用者のためのデータ通信システムは47年7月 現

在で10シ ステムが稼働 してお り,そ のほとんどは,自 営

システムの発展動向と同様バンキング ・システムとなっ

ている。

これ らの中で特記すべ きシステムとしては,ま ず全国

地方銀行協会の為替通信システムがあげ られる。 これは

複数の金融機関を横断的に結合したシステムであ り,金

融部門における全国ネットワークを目指し,来 年度早々

にサービス開始予定の全国銀行システノ・の先駆的役割を

果したものである。また運輸省の自動車登録検査システ

ムは,本 来業務のほか自動車の賦課徴収や自動車販売統

計などに もそのファイル内容を利用 させてお り,自 動車

情報のデータ・バンクとして今後ますます幅広い利活用

が期待されるシステムである。

6.お わ りに

わが国のデータ通信システムは年々著しい発展をとげ

ているとはいえ,そ の量,質 いずれにおいて もアメリカ

とは5年 ないし10年の格差があるといわれている。

当初データ通信システムは無限の適用業務をもつ もの

として爆発的な需要の増大が期待されたが,実 際には技

術上,経 済上,あ るいは利用上の諸問題に当面し,新 規

分野への適用拡大は必ず も急速に浸透しているとはいえ

ない現状である。

本来データ通信のなににも増 して重要なメリットは,

データ通信を利用することなしには決して得られること

のない付加的価値の加わった新しい情報を活用できるこ

とであるが,こ のような新しい情報に対する価値の評価

は,当 然のことなが ら経済性といっナこ現実的な諸問題 と

の調和なくしては考えられない。 この意味で今後データ

通信の発展をはかっていくには国による積極的な助成策

を期待するとともに民間側でも新技術の開発によるコス

ト・ダウンとこれを支える人材の育成といった努力を地

道につづけてい くことが必要であろう。
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研 究 開 発1

標 準 ア プ リケ ー シ ョン ・シ ス テ ム と

プ ロ グ ラ ム の 研 究 開 発

現代の 多様化 した社会に対処 してゆ くナこめには,人 事管理部 門において も迅速 でかつ正確 な

人堺 情報 を必要 としてい る。 この ような背景に あって通産省 工業技術 院 よ り昭和46年 度 「人事

検索 サブシステム」の設計 を受託 し,こ れ らの開発 を行な った。 また,同 じ く工業技術 院よ り

受 託 した 「統計 デー タチ ェック ・シス テム」については,昭 和46年 度に言語設計が行なわれ,

昭和47年 度 に システムの開発がな され てい る。

1.人 事 検索 サ ブシ ステ ム

このシステムの目的は行政機関の間で共通に利用でき

ることを第一 とし,コ ンピュータの活用を高度に展開可

能な ものにすることにある。

この 「人事検索サブシステム」は既に作成 した人事マ

スター ・ファイルか ら一定の資格を持 った人,あ るいは

一定の条件に合った人を簡単なパラメータで容易に検索

することである。 このサブシステムの作成にあたっては

次の点に目標をおいた。

a既 に開発した 「人事資料作成サブシステム」 と一

体にな り得ること。(他 のサブシステムとの融合化)

b検 索要求が何件あっても一回のコンピュ'一夕処理

で検索結果が得 られること。(コ ンピュータの効率的

使用)

c検 索結果の出力項目を任意に指定で き,ま た検索

結果の分類 も簡単に行なえるようにすること。(報 告

書の見易 さ)

d多 数の省庁においてシステムの利用が可能である

こと。(機 種間の汎用性)

e人 事検索以外の情報検索システムに も使用で きる

こと。(シ ステムの汎用性)

次に検索するとき要求者が作成するパラメータ形式の

言語は下記のような特徴ある設計をした。

ω 検索のキーとなる項 目は条件文に番号をつけて先

に定義し,検 索の論理式を示す文は ζの番号を使用し

て記述する。例えば 「年令20才 以上の男子」とい う検

索については,検 索のキーとなる項目をつ ぎのように

定義する。

01NENREIGE20

02SEIBETSUEQ1

まt,検 索の論理式は01番 の条件 と02番の条件が同

時に満足することなので,検 索の論理式は

SEARCHEXPOIeeO2

と表現する。

この表現により検索条件の記述が,検 索者にとって

書 き易 く,ま た見易 くなっている。

② 検索キーはマスター ・ファイルの全項目を指定で

きる。即 ち,固 定項目,計 算項目,履 歴項 目のどの項

目でも指定できる。

(3)す でに固定検索処理 として登録 した検索要求カー

ドを呼び出す機能を持っている。これは,何 度 も使用

される検索処理を一枚のカー ドで検索できる。

(4}検 索結果を任意のキーでソー トする機能を持 って

いる。 このため出力結果を見易 くできる。

㈲ 出力処理に多様性をもたせてある。

各職員のすべての項 目の 出力 を指定 することがで

き,さ らに各職員の特定の項 目のみの出力を指定する

こともできる。また検索条件の該当件数のみの出力を

指定することもで きる。

{6}出 力処理で同じ属性の項目すべてを出力する場合

には,グ ループ項 目を指定できる。例えば,KIBOU－
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SHOKUSHUと 指 定 す る と,仕 事 に対 す る希 望,職

務 の希 望,所 属 希 望 の3項 目が 出 力 され る。

(7}条 件 文,ソ ー ト文,リ ス ト文 に 記 述 す る マス ター

・フ ァイ ル の項 目 は,ロ ー マ字 の 項 目名 ま た は,項 目

1 5 01 51 02 52 03 53

P E R S o N A L 1 R 7 2 0 2 2 1 1 1 6 5 3 3 3 Y AiM
ψ

A D A T A R o u

0 1 G A K u R E K 1 E Q 1 7i

0 2 G A K u B u E Q 1 4i7

0 3 S E i B E T S u E Q 1

・
L i

一

も

.

T

S E A R C H E X P 0 1 1 0 2 1 0 3

『

A
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:一.

一

w
1「 一

_← 」_

|

一 　一一 } 一
-一T 1 T L E 3 0 K o u G A K

－
一
n
N
B

E

u o

P

T u G Y o S YiA

S o R T S o T S u G Y 0 u NG P 1 …

L 1 S T S H o K u 1 N 一 B A N G o・u S H 1 M E 1 S HlO Z o K u H o
`

UiK! Y u H Y 、0 u

E N D … 1 1十
1: … 1 !

記 入 例

番 号 の ど ち らで も指 定 で きる。

㈲ マ ス タ ー ・フ ァイル の レ コー ドを検 索 条 件 に よ

って,マ ス ター ・フ ァイ ル と同 じフ ォー マ ッ トで 磁 気

テ ー プに 出 力 す る ことが で き る。

以 下 に簡 単 な検 索
40455055

の具体例を示す。

`}Hso!AIlH

1,ATETNttl

」 ウ ・ 」 レ や 〆 ■ ノ711●SSJJ

o`fiArtuR吃Kt憂otT

O8GAXVRU

OIs脚BHTSVEQ,

S}ARCHEX?OIO左03

TrrlESCtt{,Ut;AK【,■U5`)TSVC;TOSYA【lhT

SORTSOTSVt:TOしNnNしA1.Pl

具体例

学歴が大学卒で,

工学部に学んだ男子

職員を検索しリス ト

を行なう場合。

この リス トのタイ トル名は印刷位置を30カ ラムか ら

「KOUGAKUBUSOTUGYOSYALIST」

とし,出 力 される人の並びは卒業年月日順に,出 力項目

は,職 員番号,氏 名,所 属,俸 給表 とする。

注)学 歴の大学卒のコー ドは17

学部が工学部のコー ドは147

性別が男子のコ・一ドは1

^SYNIAxモ.`1起CK【sNORMA`,

ηflウY>tウ ー5-■'〔 ケ ンtウ 丙

ttl5JlJ

"工TAMADATAHn`

2.統 計 デ ー タチ ェ ック ・シ ステ ム

⊂ONτtNVE

PAa冨t

N⑯1《 「.AKt.HVS《11Stt、1)SlAl.ISr

鵬村●303NA"AaOM』TAKEO

Ｔ

DAT■7㎜

出 力 例

T

デ ー タ処 理 に お け る デ ー タ チ ェ ックの重 要 性,必 要性

に つ い て は 十分 認 識 され て い る と思 わ れ るが,デ ー タチ

ェ ックが シス テ ム とし て検 討 され る こ とは 非 常 に 少 な

い 。

デ ー タの チ ェ ックは 複 雑 多 岐 で あ り,そ れ らを プ ログ

ラム 中に 持 つ こ とは,コ ン ピュー タの効 率,プ ログ ラ ム

の効 率 か らい って有 効 な もの とは い え な い。 従 って すべ

ての チ ェ ック機 能 を備 えた 広 汎 な デ ー タチ ェッ ク ・シ ス

テ ム とい う もの の 必 要 性 が 望 ま れ るの で あ る。

この デ ー タ チ ェ ック ・シ ステ ムは,広 範 囲 な人 々 が簡

単 な 記 述一 ユ ー ザ ー は チ ェ ッ クに 必 要 な ア ル ゴ リズ ム

だ け を考 えれ ば よい一 で 複 雑 な チ ェ ッ クが 行 な え る よ

うに す るた め の もの で あ る。

この シ ス テ ムは ① デ ー タの 特 性 を調 べ る機 能,② エ ラ

ー デ ー タ を 自動 的 に修 正 す る機 能
,③ 自動 修 正 を 行 な っ

た こ とに よ り,デ ー タ全 体 が どの よ うに 変 化 した か を み

る機 能 等 を体 系 的 に行 な え る よ うに な っ てお り,ま た シ
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チェック機能 とチェック工程

一次チェック

PHASE1

T:i乍業による

修正

鑑1;}o

l瓢]一{θ

rigina]

1'

rigina

r

riginal

I'

・z・司1難

/▽

「lgm

II'

チェ・ノクリス ト

rl動修正の トレー1

期

果

前

結

ス テ ムの 使 用 方 法,言 語 の記 述 方法 に 汎 用性 を持 たせ て

い る。

シ ステ ムの 基 本 構 成

この デー タチ ェ ック ・シ ス テ ムに は1次 か ら4次 まで

の機 能 が 用 意 され てい る。

これ らの チ ェ ック機 能 は 次 の もの で あ る。

1次 チ ェ ッ ク:文 字 コー ドの チ ェ ッ ク

レ コ ー ド間 の チ ェ ッ ク

照 合 チ ェ ック

関 係 チ ェ ック

その 他

2次 チ ェ ッ ク:デ ー タの 傾 向 分 析

3次 チ ェ ックの 参 考 資料

3次 チ ェ ッ ク:ロ ジ カル チ ェッ ク

自動 修 正

デ ー タ特 性 の分 析

4次 チ ェ ック:調 査 結 果 の.[[較

次 期 調査 の参 考 資 料

プログラム使用例

「選挙権の年令に関する調査を下記のような様式で行な

い,そ の結果についてデータのチェックを行なう。」

〈選挙権の年令に関する調査〉

あなたのお住いになっている都道府県名[コ

職業E二]年 齢亡コ才 性別[コ

質問1選 挙権を得る年齢について

① 現状のままでよい。(20才)

② もっと年齢を上げた方がよい。

③ もっと年齢を下げた方がよい。

④ わか らない。

質問1で ① と答えた人は質問2を,② と答えた人は

質問3を,③ と答えた人は質問4を それぞれ答えて下

さい。

質問2な ぜ現状のままでよいと思いますか

① 現在の政治的関心,判 断を考 えると,20才 が適

切である。

② 社会的に自立できる年齢である。

③ 特に変える理由がない。

一14一

∀

、
、.S

に
否戦 戦 三埠A、 殻 ∨ 〈

●

一

ひ



着

∫IPI)ECジ ャー ナ ル

④ その他

質問3な ぜ年齢を もっと上げるべ きですか

①20才 位の人々の政治的関心が低い。

② 現在20才 では社会的に自立できない。

③20才 では政治的判断ができない。

④ その他

質問4な ぜ年齢を もっと下げるべ きですか

① 最近は20才未満の人に も政治的関心が高まって

いる。

②20才 未満で も社会的に十分 自立できる。

③20才 未満で も政治的判断ができる。

④ その他

以上の調査の結果から,次 のようなフォーマットのカ

ー ドを作成した。

各項 日 の コー ドは次 の よ う に な っ て い る。

道

燕

手

海
ド
ヒ

れ
～
"ゴ

」

コ
」イ

ーコ
01

02

03

県府道都○

46鹿 児島
47沖 縄

専

…

…

…

分

無

ド

A
B

…

…

…

M

N

－コ業職○

男

女

ド

ー

2

一コ別性○

B2次 チ ェ ックに お け るチ ェ ッ ク

都 道 府 県 お よ び業 種 別 に,年 齢 と質 問1の 相 関 表 を求

め る。

都道府県 ・職 業
＼質問1

年
① ② ③ ④ 合 計

～19

% % % % %

20～22
%

23～24
%

25～30
%

31～35
%

36～40
%

41～50
%

50～
%

合 計
%

・専門的 ・技術的職 業'従事者

管理 的職業従事 者

分類不能の職 舌
戦

この よ うな デ ー タに つ い て,次 の チ ェ ッ クを行 な う も

の とす る。

A(1)

②

{3)

(4)

(5)

都道 府 県 コ ー ドは1以 上47以 下 で あ る。

職 業 コー ドはAか らNの 間 で あ る。

性 別 コー ドは1か2で あ る。

年 齢 は18才 以 上 で あ る。

質 問1を 答 え な か った人 は ④ を答 えiも の とす

る。

{6}質 問1,2,3,4は1か ら4の 間 で あ る。

(7}質 問1に つ い て①(あ るい は ②,③)と 答 え た

人 は,質 問2(あ るい は3,4)に 回答 しな け れ

ば な らな い。 もし 回答 が 無 い 場 合 は④ を答 え た も

の とす る。

一15－

DACKS,PHASE(1);

FILE,UNIT(CR),LENGTH(80);

RECORD-FORM,

01QUESTION-CARD,

02FUKEN2,COND(1TO47),

02SYOKUGYO1,COND(TABLE(1)),

02NENREI

O2SEX

02Q1

02Q2

02Q3

02Q4

3,COND((18)一),

1,COND(1,2)CORR(SAC

(1,2)),

1,COND(1TO4)CORR

(CAC(4)),

1,COND(Q1=1/1TO4)

PROC1,

1,COND(Q1=2/1TO4)

PROC1,

1,COND(Q1=3/1TO4)

PR㏄1,

TABLE(1),VALUE,`A',`B',℃',`D',`E',

`G'
,`H',`1',`J',`K',`1ノ,

`M'
,`N';

PR㏄1,CORR(CAC(MAX));

ENDDACKS;
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<2次 チ ェ ック にお け る チ ェ ッ ク>

DACKS,PHASE(2);

FILE,UNIT(MT),LENGTH(11),

RECORD-・FORM,

01QUETSION-CARD,

02FUKEN2,

02SYOKUGYO1,

02NENREI3,

02QIPOS7,1;

CHECK,CROSS-COUNT(NENREI(一(19),20

TO22,23TO24,25TO30,31TO

35,36TO40,41TO50,(50)一),

Q1(1(4)),FUKEN,SYOKUGYO);

ENDDACKS;

この デ ー タチ ェ ッ ク ・シ ス テ ム の 言 語(DACKS-

DataCheckSpecialLanguage)の 特 長 とし て次 の も

の が あ る。

①

②

③

④

⑤

⑥

⑦

専 門 的 プ ログ ラ マで な く と も容 易 に記 述 で きる。

意 味 を もった 記述 方法 で あ る。

1次 ～4次 チ ェ ックま で,体 系 的 に記 述 で きる。

1次 ～4次 チ ェ ックま で すべ て の チ ェ ッ クに共 通

に使 用 で き る文 法 で あ る。

記 述 方法 に お い て コ ンパ イ ラ言語(COBOL)と の

関連 を も って い る。

オ ン コー デ ィン グ も可 能 で あ る。

拡 張 が容 易 に で きる。 ●

で一 ・～ ・〉 ・映 画 「考 え る 企 業 一'
ノ
)(カ ラ ー16㎜,

～

～
'

♪ この映画は,激 動する企業環境の中で経営者 および管理者

～ 、滝 切な情 報の収集,遮 利用 。す 、・、めの システ。的
'

～ な物 の考 え方,つ ま りシス テム思考の心要性,必 然性 につい
t
ハ て わ か りや す く解 説 して お りま す 。
∫

～ まず,導 入部では経済社会の進展に伴い,消 費者需要 動向
、

(の 変化,商 品 の多様化,技 術革新等企業環 境が急激 に変化し

く てお り,企 業は,こ れ らの変化に対応してい くためには,は
ノ

～ ん らんす る情 報の中か ら,自社に必要な情報 を適確 に収 集 し,
t

～ 処理,分 析 し経営に反 映 させ る必要 があ ることを説 いてお り

♪ ます.そ のナ、めには,酷 の 醐 や性格 に最 も良 く合 ・た情
、

〈 報処理能力 を身につ けた システムを作 りあげ る必要 があ り,
'

～ この よい シス テムを作 るた めの考 え方,つ ま り 「システム思
t

～ 考」が必要で あることを説 いてお ります。

～ シス テムは,そ の属性 として,目 的追 求性,集 合性,相 互
モ

(関 連性,環 境適応性等 があ り,こ れ らが皆 うま く満足す ると

(
ノ'..¶

情報処理 とシステム思考一 」 ご 案 内 ～～ ヘハ ペ
ハ1

27分)～

～

)
、

き,よ り良 い シス テ ム とい え ま し ょ う。 〈
'

われわれの身近 なよいシス テムの例 として,系 統 信号によ ～

1

る交通管制 システムが あ ります。企業 もこれ と全 く同じです。 ～

つま り,機 能 の違 う幾つかの部門が利潤を得 るとい う目的 の ♪
、

もとに,お 互に有機的に関連 し合 って,環 境に適応 しなが ら く
ノ

活動 してお ります。ただ成 果があが ってい るかど うかは,シ ～

ス テムの属性が うま くい ってい るか どうかにかか ってい ると ～`
い え ます 。'～

、

この映画では・ ある販売 会社 の商 品の受注か ら納品まで・ 〈

さらに新製 品の開発 を例 にシステムをわか りやす く解説 する く
ノ

とともに,特 に,情 報処理 のシステム化について,動 画を豊)
`

富に取 り入れ説明 してお ります。 ～

～、
頒布価格(1本)55,000円( '
貸 出し料(1日)2,000円5

、
1

`
一ノ)一 〆 ㌔・{㎡ ・～ ・画 一◆〉 ～"}"}〉 ～(♂ 〉^》"'》 ⇒ 一'鞠》 《》'～ ⌒'s～ 〉 ■㍉ ♂～ 目"}一"匂}一 ピ 噛》 《 》略～ へ'・}～`

一16一
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海外 トピックス

米国のデー タ通信産業展望

米国 の通信 ユーザ ーにとって,過 去5年 間 は事態 を一変 させ るよ うな 目覚 ましい変革の時で

あった。 これ は主 に,コ ンピュー タ利用や デー タ通信が急 テンポで成 長発展 した こと,な らび

に通信会社が これ に呼応 して きた ことに よる。従来FCC(連 邦通信委員会)は ,通 信産 業を

被規制の独 占状態にお くことに満足 して きた。 しか しこの方向は転換 され,業 界の技術革 新 と

効率化 を刺激 す るた め,「 競争」 が導入 された。例 えば1968年 の画期的 カーターホ ン裁 定によ

って,FCCは 通信 会社の独 占を打 ち破 り,自 営 ター ミナルや装置や システムを電話 ネッ トワ

ー クに取 りつけた り相 互接続 するのを許可 した
。次 いで翌69年 にはMCI裁 定が下 り,専 用線

業者第1号 の市場 参入 が認 め られ,BellやW.U.と 競争 す ることにな った。 さらに最近 では

国内通信衛星(DomesticSatellite)と かCATVの 分野 で も,幅 の広いサービスを認 める方

向 が打 ち出 されt。 ここで は1980年 までの米国の デー タ通信産業 に集点 をあて,特 に資産需要

各分野 の動向 をま とめ る。

通 信 産 業 全 体 の 収入 は現 在,ほ ぼGNPの2%程 度 で

あ るが,そ の 成 長 率 はGNPの そ れ を 上 廻 って い る。 そ

こで持 ち上 って くる重 要 な 問題 と して,1970年 代 に もひ

き続 き成 長 発 展 を 持続 させ て い くた め に は,ど の よ うな

リソー スが 必 要 と され るか とい う点 で あ る。 この 問題 は

デ ー タ通 信 ユ ー ザ ー に と って も興 味 深 い 問題 で あ る。 な

ぜ な らデ ー タ通 信 ユ ー ザ ー の ニ ー ズ は,爆 発 的な テ ン ポ

で 高 ま る もの と予 想 され るか らで あ る。

1980年 ま で には,以 下 の分 野 で成 長 発 展 が み られ よ う。

・既 存 の ア ナ ログ電 話 ネ ッ トワー クが 引 き続 き利 用 され

る と と もに,ピ クチ ャホ ン ・ネ ッ トワ ー クに よ る新 し

い デ ー タ ・サー ビス が利 用 され る で あ ろ う。

・既 存 の 通 信 会 社 提供 の新 しい デ ィジ タル 専 用 施 設 の 増

大 。

・ウ ェス タ ン ・ユ ニ オ ン(W .U)の 設 備 とサ 一口ビ スの 拡

充 。

・国 内 通 信衛 星 シ ス テ ム

・特 別 サ ー ビ ス ・コ モ ンキ ャ リアの 専 用線 お よび交 換 設

備 の拡 充 。

・CATVシ ス テ ムに よる デー タの 共 同利 用 の可 能 性 。

こ こで は通 信 産 業 の主 要 な セ グ メ ン トに お け る主 た る

リ ソー ス の ニ ー ズ を まず 把 握 し,次 にGNPの 成 長 な ら

び に 資本 市 場 か ら どれ だ け の資 金 調 達 が 可能 か を把 握 し

てみよう。 それによって1980年 までにどのようなデータ

通信設備が利用できるようになるかに焦点をあてること

にしたい。

10年先の将来を予測することは,不 可能ではないにし

ろ明らかに困難な仕事である。したがって ここで示され

ている予測値は,こ れか ら10年間に業界が直面する問題

点を考えるための基礎的な参考値と考えてい た だ きた
;

い 。

1.1980年 に至 る までの資 金需要

1971年 ～1989年 までの通信業界の重要な指標は,6っ

の市場セグメン トとい う形で論 じられている。表1は 主

として業界の予測をベースにして,経 常収入や設備費を

はじき出したものである。設備投資は,資 金需要全体の

指標 となるものである。これは資本市場の需要を予測す

るための手がか りになるものであ り,表2の ような予測

が出ている。

A.電 話

収入 と資金需要 とい う観点か らみたとき,電 話会社,

特にBellSystemは これまでと同様将来 も通信産業の

中で支配的な地位を占めるであろう。現在の電話ネット

ワークは独立系 も含めると,総 計約1億2,500万 個の電

話機にサービスを提供 している。電話機の数は1960年 の

－J7一
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表6収 入および設備 計画(単 位10億 ドル)

＼1・9・ ・119651197・1975・198・ ・

営業収入

ベル ・シス テム

独立系電話会社

CATV

特別サー ビス通信会社

ウェス タン ・ユニオ ン

国内通信 衛星

総 設 備

ベル ・システム

独立系 電話 会社

CATV

特別サー ビス通信会社

ウェスタ ン ・ユニオン

国内通信衛星

$8.1

1.0

0'0

0.

24.8

4.

0.1

0.3

$11.

1.

0.

0

36.3

7.0

0.2

0.5

$17.

2.

O.4

0.4

54.

12.6

0.9

0.7

$28.0

4.7

1.

0.1

0.8

0.2

90.0

21.4

2.6

0.5

1.5

0.6

$40.0

7.3

3.1

0.8

1.5

0.4

130.0

34.8

7.8

1.5

3.0

1.2

*予 測

(出典:SalomonBrothers調 べ,SJCC72Proceedings)

表7外 部 資 金調 達 計画(単 位10億 ドル)

一 一'＼
一 1971-75 1976-8・1総 計

電 話

CATV

特別サー ビス通信会社

ウェス タン ・ユニオ ン

国内通信衛星

資金再 調達

$28.0

1.4

0.5

0.4

0.4
30.7

0.5

$34.5

4.3

0.7

0.7

0.4

$62.5

5.7

1.2

1.1

0.8

40.6

4.8

71.3

5.3

$31.2 $45.4 $76.8

年間必要資金の総計

1975$7.0

1980$10.0

(出典,Salomo!1Brothers調 べ,SJCC72Proccedings)

7,400万 個,1960年 の9,400万 個 か ら,現 在 の1億2,500

万 個 に ま で増 加 した わ け で あ る。

年 間 の 局 間 メ ッtz・一ジ 取 り扱 い 量 は,1960年 の10億 件

か ら1965年 には16億 件 に 達 し,昨 年 末 に は27億 件 に ま で

ふ くれ上 っ た。 設 備 投 資 は60年 代 に134%増 大 し,今 日

では660億 ドル に達 し て い る。

同時 期 に お け る年 間収 入 は,78億 ドル か ら168億 ドル

に 増 大 し,215%の 伸 び率 をみ せ てい る。

1980年 ま で を展 望 す る場 合,い くつか の 要 因 を念 頭 に

お く必 要 が あ る。ATTで は,市 内 電 話 サ ー-tfス の成 長

は 新 しい 家族 構成 の増 大 と密 接 に 関連 して い る こ と,さ

らに これ か ら先10年 間 で18～25才 ま で の結 婚 適 令 期}C入

る人 々の 人 口統 計 か ら判 断 して市 内電 話 サ ー ビ スは 毎 年

平 均8%の 伸 び をみ せ る もの と予想 し て い る。 市 外 電 話

サ ー ビ スの収 入 は,1960年 代 は毎 年 平 均11.5%の 成 長 を

続 けて きた。1969年 は19.2%の 成 長 率 を以 って終 った 。

1970年 の景 気後 退 期 に は,ベ ルの ネ ッ トワ ー クの 長 距 離

収 入 の伸 び率 は,8%に 落 ち こん だ 。

州 際 電 話 メ ッセ ー ジ量 は,WATSを 含 め る と1980年

ま で に毎 年 約100億 件 の 量 に まで増 大 す る もの と予想 さ

れ る。 さ らにBellで は,専 用線 の数 は2倍 以 上 に ふ く

れ上 る もの と予 想 し てい る。 した が って わ れ わ れ は,通

信 の 電 話 部 門 の 収 入 全 体 の伸 び率 は,1980年 ま で8.5%

か ら10%に ま で増 大 して い く もの とみ て い る。 この 他 に

デ ー タ通 信 や ピクチ ャホ ン ・ネ ッ トワー クの よ うな 成 長

分 野 の 収 入 が 付 加 され,成 長 に さ らに 拍車 が か か る こ と

に な ろ う。

BellSystemは,デ ー タ伝 送 関係 の収 入 を1970年 の5

億 ドル か ら1980年 に は90億 ドル に増 大 す る もの と予 想 し

て い る。1980年 に は,50万 か ら100万 にお よぶ ター ミナ

ル が ピ クチ ャホ ン ・ネ ッ トワー クに 収 容 され る こ とは 十

分 予想 され る し,そ の際 ネ ッ トワー ク全 体 の うち25%が

デ ー タ伝 送 に利 用 され る で あろ う。 控 え 目に み て も,電

話 産 業 は,1980年 ま でに 年 間 収入 は500億 ドル に近 づ く

もの と予 想 され る。 この ことは,1980年 ま で に業 界 の総

投 資 額 が1,600億 ドル を 上 廻 る ζ とを意 味 して い る。 こ

の 業 界 の モ デル をベ ー ス に算 定 し て み る と,こ の電 話 設

備 の 投 資 資 金 と して 約630億 ドル の外 部 資金 を調 達 す る

必 要 が あ る とみ られ る。

B.CATV

今 日CATVは,4,500以 上 の コ ミュニ テ ィに あ る600

万 の 家庭 に サ ー ビス を提 供 し て い る。1960年 の65万 世 帯

か ら,1965年 に はi30万 世 帯 へ と約25%と い う年 間成 長

率 を示 して い る。 最 近 のFCCの 提 案 が 予 定 どお り実 施

され れ ば,198α 年ま で に2,500万 ～3,000万 の加 入 者 数 に

達 す る もの と思 わ れ る。CATVの 収 入 は,1960年 の 約

3,900万 ドル,1965年 の 約8.000万 ドル か ら1970年 には3

億6,000万 ドル に ま で増 大 し た。

チ ャン ネル 利 用 の 増 大 や 双 方 向 サ ー ビス の増 大 を反 映

して,収 入は これ か らも伸 び 続 け,1970年 ま でに は10億
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図3米 国CATV会 社上位10社 と加入世帯数
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ドル 台 に 達 し,さ らに1980年 ま で に は31億 ドル に到 達 す

る もの と予 想 され る。 総 設備 投 資 額 は,1970年 の9億 ド

ル 台 か ら,1975年 には26億 ドル,1980年 に は78億 ドル に

増 大 す る で あろ う。 この た め に は,約57億 ドル の 外 部 資

金 が 必 要 に な るで あろ う。

C.特 別 サ ー ビス ・コモ ンキ ャ リア

DATRANとMCI型 の 特別 サ ー ビ ス ・コ モ ン キ ャ

リア は,双 方 と も明 らか に先 頭 を切 っ て ス ター トし た。

建 設 許 可 は審 理 番 号18920(Docket18920)の 最終 命 令 に

盛 られt－ 般 政 策 の線 に そ って,FCCか ら与 え られ る

こ とに な って い る。 し た が って これ らの キ ャ リア が業 界

に お よぼ す影 響 度 合 に応 じて予 測 値 の 方 も変 って く る。

1980年 の 収 入 予 測 値 は,ArthurD.Little社 に よ る

7億5,000万 ドル か らFrostandSullivan社 に よ る20

億 ドル に至 る ま で様 々 で あ る。 控 え 目に見 積 ってみ て も

総 設 備 投 資 額 は,1980年 ま で に少 な くと も15億 ドル に 達

し,外 部 調 達 資 金 は12億 ドル に お よ※ もの とみ られ る。

D.WestemUnion

Westem.Union(W.U)は,米 国 に お け る コ ン ピ

ュー タに よ る記 録 通 信(computerenchantedrecord

communication)の 主 要な 提 供 業 者 へ と急 速 に 移 行 し

つ つ あ る。 一般 ユ ー ザ ー と専 用線 メ ッセー ジ交換 サ ー ビ

スを 完全 に統 合 した形 で提 供 し て ゆ こ う とい う考 え方 は

今 年1月 行 な わ れ た バ ー ジ ニ ア州 ミ ドル タ ウ ンの フ ェー

スHISCSセ ン ター を整 理 統 合 し た こ とに よ り,大 き

く一 歩 前進 を みせ た。 年 間 ピー ク時 に100万 以 上 の ビジ

ネ ス メ ッセー ジ を処 理 で きる この セ ン ター は,現 在 広 範

な各 種 の デー タ通 信 サ ー ビ スを 提供 す る こ とに利 用 され

てい る。 これ らの 各 種 サ ー ビス の成 長 予 測 をベ ー スに 考

え る と,収 入 は現 在 の4億 ドル 台か ら1980年 には15億 ド

ル 以 上 に達 す る もの とみ られ る。

W.U.の コ ン ピ ュー タ通 信 サ 一一ビス は,本 来 伝 送 施 設

や メ ッセー ジ 交換 設備 を有 効 に利 活 用 し て くれ るの で,

この 収入 水 準 は,わ ず か30億 ドル の 総 設 備 投 資 額 と,11

億 ドル の 外 部 資金 で ま かな う こ とが 可 能 で あ る。

E.国 内通 信 衛 星

国 内通 信衛 星 は,1980年 にお け る デー タ通 信 ユ ー ザ ー

に と って,も う一 つ の 有望 な設 備 とし て注 目 を集 め て い

る。 しか し こ こでは,国 内 通 信衛 星(Domsat)の 搬 送

に 適 し た デー タ通 信 の タイ プを 思 い浮 べ る必 要 が あ る。

約45,000マ イル に 及 ぶ 地 上局 相 互 間 の 通信 路 に よ る時間

的 な ズ レが あ るた め,こ れ らの 施 設 は対 話方 式 の デ ー タ

通 信 に,真 に適 合 して い る とは い え な い。 単 方 向 伝 送 方

式 の大 量伝 送 は,現 在 行 な わ れ て い る郵 便 サ ー ビ ス/ウ

ェス タン ユ ニ オ ン ・メ イル グ ラ ム ・統 合 サ ー ビ ス と同 じ

種 類 の もの で あ り,理 想 的 な もの で あ る。 した が って,

必 らず これ らは,技 術 的,経 済 的 に導 入 可 能 とみな され

て い る に ちが い な い。

1980年 ま でに 各種 の通 信 サ ー ビ ス を伝 送 す る3種 の運

営 シ ス テ ム を予想 し,こ れ をベ ー スに 予測 す る と,通 信

衛 星 や 地 上局 設 備 に約12億 ドル の 設備 投 資 を した場 合4

億 ドル の収 入 が 上 る とみ るの が 妥 当 で あ ろ う。 通 信 衛 星

の 高 い 減価 償 却 率 を考 え た場 合,・お そ らく資本 市 場 か ら

8億 ドル の 資金 を調 達 しな けれ ば な らな い もの と予 想 さ

れ る。

F.必 要 資 金 の 総 額

わ れ わ れの 予 想 を こ こで総 括 して み る と,外 部 資 金 に

対 す る需 要 は,710億 ドル 以 上 に な る。 これ らの 資 金 は

1971～1980年 まで の10年 間 に調 達 されな け れ ばな らな

い。 この他 これか ら先10年 間 に 満 期 に達 す る電 話会 社 の
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表8現 在申請中の国内通信衛星 システム

運 営 業 者'
什 『アラ イ ト

数

地 上 局 予 想 経 費
(単 位'f

万 ドル)

年 間 収 入
(単f立 干
ドル)

サ ー ビ ス
送受信局 受信専用局

AT&T/Comsat 3 5 0 $233.8 $65,300 電話;デ ータ,テ レビ電 話,テ レビ

Comsat 3 7 0 248.4 68β00 テレビ,電話,デ ータ,教育 テレビ,CATV

Fairc』ildH目lerCorp. 2 6' 100 216.0 45,000 テ レ ビ,教 育 テ レ ビ,電 話,デ ー タ

HughesAircraft 2 2 7 46.5 8,500 テ レ ビ,CATV,教 育 テ レビ,デ ー タ,電 話

MCILockheedSatelliteCorp, 2 20 0 169.4 68,000 テ レビ,教 育 テ レ ビ,CATV,電 話,デ ータ

RCA 3 11 0 197.7 100,600 テ レビ,教 育 テ レビ,ラ ジオ,デ ー タ通 信

WesternTelecommunications 2 6 O 67.6 22,400 テ レ ビ,CATV,デ ー タ,電 話

WesternUnion 3 6 6 94.5 27,600 電 話,テ レ ビ,デ ー タ

GeneralTelephone&Electronics 0 4 0 27.0 16,000 電話,デ ー タ

HawaiianTelephone 0 0 1 1.2 N.A. テ レビ

Teleprompter 0 0 5 0.5 28 CATV

(出 典:BusinessWeek71-11-6)

(出 典:BusinessWeek71-11--6)

債 券 の 償還 金 を再 調 達 す る た め,さ らに50億 ドル を確 保

しな け れ ば な らな い。 し たが って,通 信産 業 の総 資金 需

要 は,760億 ドル を上 廻 る もの と予 想 され る。 これ と年

間 の成 長 率 を考 慮 す る と,1975年 に は,約70億 ドル,19

80年 に は100億 ドル のAO-一 スで 資金 が 要 る こ とにな る。

表2か ら分 る よ うに,電 話会 社 は,こ の 資 金 の 約90%を

使 用 す るで あろ う。

2.1980年 の デー タ通信

デ ー タ通 信 産 業 の将 来 を全 般 的 に展 望 し てみ た と き,

1980年 代 の デー タ通 信 の概 要 は次 の よ うに な る もの と予

想 され る。

・BellSystemは 強 固 な財 産 基 盤 を持
ってい るの で,

これ か ら もひ き続 きデ ー タ通信 事業 で支 配 的 な 地 位 を

占 め る で あろ う。Bellで は1980年 に50億 ドル の デ ー タ

通 信 市 場 が 存 在 す る こ とを 認識 して い る し,競 争 も熾

烈 の 度 を加 え て い る こ とを承 知 して い る。 し たが って

デー タ ・ユ ー ザ ー に適 合 し た 多 くの 各種 サ ー ビスが 登

場 す る もの と予想 され る。 これ らの サ ー ビスが,比 較

的 小 額 の付 加 投 資 で以 って音 声 に 付 随 す るサ ー ビス と

して 提供 され得 る とい う点 は,特 に注 目す べ き重 要 な

点 で あ る(最 終 的 に は ピクチ ャホ ン ・サ ー ビス に付 随

す る もの とし て い る)

昨年 発 表 された デ ィジ タ ル ・サ ー ビス構 想 が,「 デ

ー タ ・ア ン ダ ・ヴ ・イ ス(Dat・U・d・rvl・ice)」 技

術 を ベ ー スに して い る こ とは,こ の種 の アプ ロー チ を

示 唆 す る もの とい え よ う。 お そ ら くBe11は,マ ・fク

ロ ウ ェー ブ周 波 数 を極 力 都 市 の デ ー タ通 信 信 号 用 に配

分 し,ケ ー ブ ル分 配装 置 を,低 レベ ル の 直流 型 信 号 に

す るで あ ろ う。 そ れ に よ って一 定距 離 用 の割 高 な モ デ

ムに対 す るニ ー ズ を排 除 す るで あ ろ う。

・CATVは お そ ら く,1980年 ま で に市 内局 間 デー タ ・

サ ー ビス の主 要 提 供 業 者 と して の役 割 を果 す まで に は

至 らな い と予 想 され る。
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CATV事 業 は 特 に 資 本 集 約 的 な 事 業 で あ り,そ の

成 長 発 展 は 資 金而 で 制 約 され て い る。 わ れ わ れ の考 え

で は,こ れ か ら先10年 間 の業 界 の主 要 な 攻撃 目標 は,

自社 の 手持 ちの 資金 源 を使 っ て その 加 入 者 ベ ー ス を住

民 の娯 楽 市場 に拡 大 させ る こ とだ と思 って い る。

一 定 の 形 だ けの 双 方 向伝 送 サ ー ビ スが
,特 定 市 場 を

目 あ てに 提 供 され,FCCの 規 制 に 見 合 った もの が 出

て くるか もしれ な いが,こ の 双 方 向 伝 送 分 野 が 全 面 的

に 発展 す るの は,1970年 の 後 半 も し くは1980年 代 の 前

半 に持 ち越 され る こ とに な るで あろ う。

・MCI型 の通 信 会 社 に対 す る既 存 の コ モ ン キ
ャ リアの

反 発,挑 戦 が 表面 化 し,こ れ に よ って新 し い ポ イ ン ト

・ツー ・ポイ ン ト(pointtopoint)サ ー ビス の資 金 調

達 面 で の魅 力 は大 幅 に うす れ る こ とにな るで あろ う。

した が って この新 サ ー ビスは,重 要 な 通 信 フ ァ ク ター

とは な らな い で あろ う。 他 方Datran社 の 全 国 的,交

換,デ ィジ タル ・シ ス テ ムは 技 術 的 にみ て もユ ニ ー ク

で あ り,料 金 面 で も専 用 線 や 一般 交 換 用 ア ナ ログ施 設

あ る いは 専 用 デ ィジ タル設 備 に よ り経 済 的 で あ る。 わ

れ われ の 予 想 で は,Datranが 初 期 の 高 額 な 資 金調 達

に 成 功 す れ ば,1980年 ま で に デ ー タ通 信 市 場 の 約10%

を 提供 で き る もの とみ て い る。

・わ れ わ れ は
,ビ ジ ネ スや 政 府,一 般 大 衆 の 記 録 通 信 需

要 に対 応 す るW.U.社 の 統 合 コ ン ピュー タ ・メ ッセ ー

ジ 交換 お よび伝 送 シ ス テ ム とい った 中心 目標 は,特 に

発 展 性 の あ る もの と考 え て い る。

W.U.は,既 存 の マ イ ク ロウ ェー ブ ・ネ ッ トワー ク

に 完 全 デ ィジ タル 伝送 能力 を付 加 す れ ば,最 小の 投 資

で以 って,施 設 を最 も効 率 的 に 利 用 で きる こ とは 目に

み え て 明 らか で あ る。

W.U.は,こ れ か ら もDATACOMの よ うな新

通 信 サ ー ビ ス を積 極 的 に売 り込 ん で い くで あ ろ うし,

さ らに新 しい 電子 式 デ ー タ交換 ネ ッ トワー クに よ って

1975年 ま で に 一連 の公 衆 お よび専 用 線 デ ィジ タル ・デ

ー タ ・サ ー ビス を提 供 で きる よ うにな る で あろ う
。

・通 信 衛 星 シ ス テ ムの利 用 は
,Be11やW.U.の よ うに

既 存 の,も し くは 計 画 中 の ネ ッ トワー ク と完全 に統 合

した シ ス テ ムの 一 部 と して提 供 され る場 合 以 外 は,あ

ま りに コ ス トが 割 高 に つ き,デ ー タ通 信 へ の 活 用 は,

大 きな制 約 を うけ る こ とに な る で あろ う。

デ ー タ通 信 サ ー ビス の成 長 な らびに 広 い 意 味 で の 通 信

産 業 全 体 の 成 長 発 展 は,各 競 争 会 社 の 技 術,マ ー ケ テ ィ

ン グ,お よ び資 金 調 達 能 力 に 左 右 され る。 しば しば既 存

の す ば らしい 技 術 面 で の 発 展 や,将 来 の 需 要 をベ ー ス に

し て デ ー タ通 信 の 将来 に つ い て 論 じ られ る こ と が あ る

が,そ の際,こ れ らの施 設 の拡 充 に必 要 な資 金 の こ とを

忘 れ てい る ケ ー スが 多 い。

この論 文 の 申 で述 べ られ て い る よ うに,1970年 代 の 通

信 発 展 の た め の 資金 調 達 問題 は,ユ ー ザ ー に と って も供

給 業者 に と って も決 し て さ さい な 問題 で は な く,重 要 な

問題 で あ る。
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JIPDECだ よ
(ジ プデ ック)

り

総合貿易情報システム海外調査団派遣について

1.調 査目的

現在,当 財団では,総 合貿易情報システムの調査研究

を委員会設けて進めて来たが,今 般,本 調査研究に資す

るため,国 際機関における貿易情報関連の活動状況およ

び米国,欧 州主要国における貿易情報システム化の背景

と今後の動向等の実態を調査す る。

2.調 査事項

(1}貿 易情報システム化についての国際的な活動状況

と今後の方向

② 米国政府およびその関連機関における貿易情報の

システム化についての基本的考え方 と今後の方向

{3}英 国政府およびその関連機関における貿易情報の

システム化についての基本的考え方 と今後の方向

(4}現 在計画申または一部実施中である貿易情報 シス

テム化の事例についてその背景,推 進方法,費 用の

分担等について

調 査 先

3.調 査団構成

長

員

〃

団

団

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

水野 幸男

高見玄一郎

足立 国功

大嶋 正道

亀井 慶紀

倉本 隆夫

酒井 一郎

塚本 昭

長尾 正和

藤本 謹也

渡辺 征宏

築地 美憲

〈敬称略・順不同〉

日本電気㈱

港湾経済研究所

通商産業省

情報処理振興事業協会

三井情報開発㈱

貿易書式標準化委員会

日本電気㈱

国際電信電話㈱

東京海上火災保険㈱

㈱日立製作所

日本航空㈱

当財団

4.調 査 先 およ び 日程

調 査 先 米 国,英 国,フ ラ ン ス,西 ドイ ツお よ びE

CE参 加(ス イ ス)

日 程47.10.7～11.5

SITPRO(Simpli五cationofInternationalTradeProceduresBoard)ロ ン ドン

NPC(NationalPortCouncil) 〃

NDPS(NationalDataProcessingService) 〃

TradeFacilitationConference 〃

MinistredeL'6conomieetdesFinances(SOFIAProlect)パ リ

ECE(EconomicCommissionforEurope)ADPと コ ー デ ィング の 専 門 家 会 議 ジ ュ ネ ーブ

PortofHamburgハ ンブ ル グ

NCITD(NationalCommitteeOnIntemationalTradeDocumentaion) ニ ュ ー ヨ ー ク

PortofNewYorkWorldTradeCenter 〃

DOT(DocumentationandProceduresDivisionO6輪eofFacilitationO缶ceofthe

SecretaryofTransportation)
ワシ ン トン

PortofSeattle シ ア トル
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報 告 書 一 覧 表

米国における情報処理産業の実態

東欧における情報処理産業の実態

ソフ トウェアの価値に関する調査報告書

情報処理サービス業の実態調査

土地 ・建物コー ド標準化体系調査報告書

人に関するコー ド標準化体系調査報告書

米国および西欧における情報処理産業の動向

海外の情報産業

ソフ トウエア需要構造調査報告書(H)

経営情報調査報告書(IV)一 石油業 ・電力事業 ・流通業

企業における情報処理費用 と採算性

遠隔情報処理システムの研究開発

汎用図形処理言語の開発

インタラクテ ィブ学習システムの開発

オンライン ・シ ミュレーション言語SIMBOL

タイムシェアリングシステムの動作解析とシミュレーシ・ン

記事情報検索のためのデータ ・マネジメン ト

機械工業における制御情報システム

生鮮食料品流通情報システムの開発研究

分 類 番 号 頒 布 価 格(一 般)

46-ROO1800

46-ROO2700

46-ROO3在 庫 な し

46-ROO41,000

46-ROO51,500

46-ROO61,600

46-ROO71,200

46-ROO81,300

46-ROO92,200

46-RO101,400

46-RO111,000

46-SOO11,400

46-SOO21,100

46-SOO31,000

46-SOO4700

46-SOO5700

46-SOO61,100

46-SOO71,000

46-SOO8未 定

賛 助 会 員

600

500

800

1,100

1,100

900

1,000

1,500

1,000

700

1,000

700

700

500

500

700

700

当 財 団 の 活 動 等 に つ い て の 問 合 先

当財団の活動 について詳Lく お知 りにな りたい場合は,下 記あてご連絡 くだ さい。

当財団庶務的事項全般については

当財団の事業内容については

各種調査については

電話 東京(03)434-8211(大 代 表)

総務 部庶 務課(内 線470)

総務部 企 画課(内 線477)

システムの調査研究 については

システム及びプ ログ ラムの研究開発 については・

情報処理 に関するコンサル ティングについては

情報処理教育については

情報処理に関する各種標準化については

情報処理 シンポジウムの内容については

報告書等各種出版物の入手については

総務部調査課(内 線286)

技術部研究課(内 線478)

・…・開発本部システム課又は開発課(内 線215)

開発本部管理課(内 線529)

技術部教育課(内 線475)

技術部技術課(内 線536)

総務部調査課(内 線538)

総務部庶務課(内 線470)
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瓢 日本情報処理開発センター

鞠 港緊 鷺 麟;言(難 評 館内(〒1・・)


